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郵便貯金 は、1875年、郵便事業 の創始者である前島 密(1835～1917)が創業 した。当時は、将
来見通 しがたたないということで、大蔵省 は、国家資金の支出を拒み、前島 は、創業後4年 飴の郵
便事業 に人員、施設及 び資金 の酵 出を仰 ぎ開業す ることになる。 まさに、前島曰 く、郵便貯金 は郵
便事業の附帯事業であった。 それが、1881年、内務卿松方正義 によ り建白書 「財政義」が太政官に
提出され、その年のうちに閣僚 の更迭があ り、松方が大蔵卿に就任することにな った。それによ り、
国の財政方針 は 「財政義」を具体化することにな る。大蔵省 は、 これに基づ き、通貨制度の近代化
のみな らず、更 に西欧列強に伍する近代的金融制度の確立 ・維持を求 めて積極的に具体化するに至
る。比較的とい うより飛躍的発展 を遂 げつっあ った郵便貯金事業における預金残高が殖産興業 に富
国強兵 とい う国策に国家的資金を提供 し得るという財政的意義 を認識す ることによ り、紆余曲折を
経て、郵便貯金事業に積極的にアプローチして、国家財政の一端、国家資金調達の中心 として組 み
込れ ることになる。その制度化が財政投融資制度の嗜矢である。1885年の奉勅 旨預金規則の制定で
ある。
次 に、本研究 に立ち入 ることとす る。
明治維新 における日本のこのような短期間 に驚異的な発展を遂 げた要因 ない しその後の近代化諸
政策の実施 を可能に した条件は、以降の発展が急激かっ迅速更に顕著であ ったため、得て して見過
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ごされやすいことは否 めないけれ ども、 その存在意義 は極 めて重要である。その前提 となった条件
とは次の二項 目で ある。第一に、明治維新までに培われた庶民 を含む一般的な文化水準 の高 さ、例
えば、読 み、書 き、算盤の学習、理解(literacy)が普及 していた こと、第二 に、世俗的、現世的
な功利主義に対する支配層、指導層の寛容さと理解が充分であった こと、例えば、帝国大学に神学、
宗教を主 とす る単科大学ない し学部 は置かず、基礎部門(fundamentals)の理科大学、理学部 と
ともに、応用部門(applications)の大学、学部 である工科大学、医科大学、農科大学 と他 に比較
して多 くの分野 に展開するとともにその時代先導性を確保するために最先端の科学、技術を積極的
に把握、理解するためにその道の外国人教師 を招聴するとともに数多 くの若い俊英 を留学生 として
欧米の超一流の大学 に派遣 していたことが指摘 され る。
明治維新 における近代化 は、従来か ら長 い間、梱養 されて熟成の域 に達 している価値観 と価値の
体系の中か ら醸成 されて自己発展的 に顕現 した もの とは必ず しも言い難い ことは、帝国主義 の時代
に入 った国際社会に突然 に登場 させ られ これ に対応す ることを余儀な くさせ られた ことは事実であ
るので、外生的、触発的な契機 ということを首肯せざるを得 ない。本来、 日本 に存在 していたもの
を現実 に提起 された問題 と して これを解決す るためにどのよ うに取捨選択すべきか ということにな
る。それ も早急 にである。それには、従来か ら現存 しているものを徐 々に変型 なり構成 して現実 に
対応できるものとするのが、態勢上将又体制上はより望ま しいことではあるが、それでは、間に合
わない。国家、国民が消滅することになるか もしれないか らで ある。 そこで、国 として存亡 を賭 け
てどうすべきか。 もっともの捷径 は、現存す る先進国 の文物、制度を移入す ることである。西欧の
文物、文明の利器 を文明開化(enlightedcivilization)の継承(reception)、そ して これまで国内
の価値観及 び価値の体系 との融合 は、和魂漢才な らざる和魂洋才 ということになる。 この継承を近
代化(modernization)というこ であれば、わが国にない ものを移入する ものであるか ら、為政
者、指導者 は、近代化の利益 と必要 とを説 かねばな らない。
従 って啓蒙主義(enlightment,Aufklarung)をとることにな る。政府主導による啓蒙主義 と
な り、 これに識者が追随す ることになる。世 は文明開化(enlightedcivilization)が合 い言葉 とな
り動 き始める。 もっとも、啓蒙主義を唱えて も、実体の上に形式が成 り立つ という考え方 に立つと、
実体がないのにかかわ らず執拗にその必要 を迫 られると、形式を求め られることになる。 これを政
策上 にみると制度先行 ということになる。明治維新 の近代化 にっいて、政治、経済、社会、文化の
各面か らみると、政治が もっとも先行 して、 この順序 によ り近代化が進あ られた観があ る。近代化
のため欧米の近代的制度を移入ない し継受 して、 この面か らの近代化 を推進 しようという形式先導
の啓蒙主義 となる。実体がないのに形式先導 となると形式 に適応する実体 をもって くる必要がある。
これ も、啓蒙主義によることになる。従 って、事に当た って、考察の対象 となるのは、その制度、
組織がまず第一の対象 とされ、次 にその機能、作用 ということになる。明治維新の近代化 は、前 出
の事情により、為政者、指導者 の啓蒙主義 に基づ く政策が具体化 される結果、制度先行 とな り、中
央集権体制を とるため、一元的、統一的管理体制 となる。そ して、 これ までの政治、経済、社会、
文化、更 に学術研究 もこの体制 に組 み込まれ構成 され ることになる。 たとえば、経済活動 における
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需要 も、継受、動入 された近代的、西欧的供給体制 に対 して対応 し、次第 に順応 し、やがては適応
することになる。
国の預金制度 もその例外ではな く、その前提 となる近代的通貨制度、銀行制度が、更に通貨、信
用を含めての金融制度が試行錯誤 によりなが らも拙速 による確立、運営に従い展開 し、進展す るこ
とになる。
1885年(明治18年)、奉勅 旨貯金規則の制定を もって、国の預金制度が、従来の駅逓局長国債局
長間で私的に締結 して きた預金約定 に替わ り、公式 に成立す る。その契機 となった ものは、貯金創
業以来の驚異的な発展による巨大 ・多額 にのぼる預入金残高の保管及 びその運用による利殖の喫緊
度の高 い公式の法制度が必要であったことである。
前島 密 は、貯金の創業以来、営業所、要員、経費及 び残高運用等の金融機関 として解決すべ き
重要課題を殆 ど独 自の方法 ・手段を創造 ・開発 し、制度化 した。それを成功 させたものは 「無か ら
有 を生 じる」多岐多面 にわたる豊富な企画力 とことに当たって敗北主義を排斥 し、た じろがない堅
忍不抜 の自己貫徹力である。 このことは、 この史的発展 を観 る者 は決 して忘れてはな らない。
留意すべ きことは、預金規則の制定 に当たって、駅逓局貯金が農商務省 と大蔵省 との共管 となっ
た ことによ り、その考え方、用語は駅逓局貯金の定 める郵便条例 のそれに制約 されてこれに左右 さ
れていることである。 また、 これより先、大蔵省は、大蔵省中に貯金局を設置 し、貯金規則を制定
しよ うとしてその成案を太政大臣に伺 いを上申 しているにもかかわ らず、預金規則 には 「奉勅 旨」
の冠 を付 していることである。その意味するところは、国家が郵便貯金預 り金等を保管 ・利殖す る
ことは、大蔵省の公式の所管事務 ・権限事項ではな く、勅 旨とい う天皇の特命 をもってそれを職務
として行 うことになった ことを公式に表明 したことにほかな らないことである。
先 に提出 した大蔵省中貯金局設置案及び貯金規則草案は、その時点で、大蔵省が何を企図 し、何
を公式に取得 しよ うとしていたかは想像 に難 くない。
この奉勅 旨預金規則の制定 は、太政官の指示に基づ くものだけではなさそうで もある。大蔵省は、
国の預金制度 として郵便貯金制度を主管す ることを意図 したのであろ う。近代国家 として発足 した
明治国家 は、 その運営 において、国家資金の不足、その補填に常に悩 まされ続 けていた。維新早 々
に 「国庫準備金制度(明 治5年(1872年)6月、明治貨政考要中巻155頁～明治18年10月1日大蔵
省 筆者註)」を大蔵省 中に大蔵大輔井上 馨以下大蔵省幹部13名の申合せによ り制定 し、 国家資
金の備蓄に心血を注 いでいた ことか らも、それは窺えるところで もある。特 に、1877年(明治10年)
の西南戦役以降においては、その戦費の調達及 びその補填 に苦労 して いたことは事実である。
この奉勅 旨預金規則 は、国家資金の収集 ・保管、更 に資金の運用 をする根拠法 とな り、1890年代
後半の国策である殖産興業 ・富国強兵の政策推進のための財政基盤を提供 し、また機動力 となるべ
きものであ った。
更 に下 って、1890年(明治23年)、預金規則(明 治23年法律:第75号)の制定 を経て、1924年(大
正14年)、預金部預金法(大 正14年法律第25号)の制定 となる。国の預金制度 は、 ますます強固 と
な りそれに基づ く預金部運用資金の運用 は、その制度的効用が認 め られて、後に国の第二の予算 と
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呼ばれる財政投融資制度 にまで も発展す ることになる。 この当時の預金部が保管する国家資金 は24
億円の巨額 にのぼ り、発足当時 とは隔世の感があった。
実に、それは郵便貯金の存在意義 を内外 に示す もの ということがで きる。
1885年(明治8年)、 明治維新政府の啓蒙主義 に基づ く全 くの制度のみの先行であ った駅逓局貯
金は、 その10年後、大英帝国で グラ ッドス トンがその郵便貯金創設10年にして期待値である七桁を
はるかに超え る一千万傍の預金残高を得たのと同 じく、わが国 にお いても、七桁を超え る八桁の貯
金預 け高を一千万円の大台に載せるに至 った。 そ して、 それは、庶民の心理 に胚胎 していた零細な
少額の貯蓄を累積す ることによ る細 やかではあるが富をその目的を達成するために蓄積す る需要を
喚起 し具体化するとともに、一方では、蓄積 されて巨額化 した貯金預け高 に対 して国家財政におけ
る予算収入不足 ・国家的富の蓄積のための殖産興業策に必要 な国家資金の不足 に始終悩み続 けて き
た財政当局の資金需要に対す る供給源 と して認識するに至 り、あれ程消極的であった態度を豹変 さ
せてその公式制度化 に踏み切 らせた。か くて、貯金は、無か ら発足 して、国民が富を蓄積す る手段
として具体化 し、かっ国家の資金源 として実体化 したのである。 これは、大胆 な表現ではあるが、
制度先行 という供給が、 あるいは潜在的 に既 に存在 してはいたか も知れないけれども、その需要を
喚起 して実体化 した例の一 といえるので はないだ ろうか。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文は、5つ の章か ら成 る。第1章 「為替郵便貯金 の創業事情 」では、 日本の郵便貯金 の創設
時に模範 とされた英国における郵便貯金の設立事情が説 明され、前島 密が、それを如何 に捉え、
如何なる目的で為替郵便貯金を創設 したかが説明 されている。国民のニーズが先 にあったのではな
く社会政策的観点か ら創 られた こと、国の機関 として国民誰で もが利用で きる貯金サービスが提供
され、節倹 ・勤勉の教育 と相 まって、貯金が普及 し飛躍的 に増蕎 したことが示 され る。
第2章 「郵便貯金の創業 と通貨事情」 において、徳川時代の三貨幣(金 、銀、銅)制 度のよ うな
複雑な通貨制度の下で、 しか も嵩張 る硬貨が用いられていたのでは、貯金は普及 しなかったとして、
当時の新紙幣の発行事情を、史料 に基づ き詳 しく検討 している。
第3章 「郵便貯金残高の運用」 は、増大 した郵便貯金資金の運用 に充て られた、本論文 の中心 と
なる章である。当初民間の金融機関東京為替会社 に預 けられ ることになっていた資金 は、同会社倒
産のため、最初か ら第一国立銀行(民 営)に 預託 されていた。 しか し、操業開始3年 後の明治11年、
貯金額の飛躍的増加状況を見て、国家資金 として国債局 に寄託 され 「準備金」に組み入れて、他の
国家資金 と共に運用 されることとなった。 その後、準備金 とは別の 「準備金別途積立金」 に移 され
たが、国の歳入不足を補 うために用い られていた。大蔵省 は、郵便貯金が如何に財政 に役立っかを
見て、大蔵省主導 の官営貯蓄銀行を設置する案を立てた。すなわち、大蔵省の中に貯金局を置 き、
全国の主要都市 に貯金預所を設置 して、国民の貯金を預か る一方、遠村 ・僻地 については逓信局
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(郵便)貯 金 に任せ るもの とする、郵便貯金で集 めた資金 も大蔵省貯金局 に預託 させる、 とい う案
であ った。 さ らに、100円以上 の貯金を している人 は、貯金預証券 または貯金年賦証券 とい う長期
の証券に組み替えることが可能で、その場合、国 は公債証券 を償却で きるとされていた。 この公債
証券 の償却が大蔵省の目的の一っであ った。 このよ うな案に対 して、農商務卿西郷従道が、膨大 な
諸外国の事情を記 した資料 と共に、既 に郵便貯金があるので貯金局貯金を創 る必要 はないとの反対
の意見上申を した。鈴木氏は、 この意見上申の史料を見っけ、添付 されていた膨大 な資料を外国か
ら取 り寄せ、詳細 に検討 ・紹介 している。 この中には、英国、ベルギー、 フランス、オース トリア
の郵便貯金の創業事情 も含まれている。大蔵省の提案に対す る農商務省の反対 に対 し、太政官 は、
貯金収集 は逓信局、資金管理 は大蔵省 という採決 を計 り、 その考え方 は現在にまで引 き継がれてい
る。
第4章 「郵便貯金の制度的確立 としての郵便貯金条例の制定」 は、明治23年、郵便貯金の普及 ・
拡大 と資金残高 の巨大化の結果、制度的処理が必要になり、単独立法 として制定 された郵便貯金条
例の解説に充て られている。最後の、第5章 「郵便貯金創始の政策評価」では、結論的 に、社会政
策 として郵便貯金の創設 は成功であ った とされている。以上が本論文の要 旨である。
明治初期における様々な制度 の経済史的分析 は数多 くなされているが、本論文 は、郵便貯金の創
設、普及のための条件整備、普及発展のプロセス、その中での大蔵省 と農商務省 との確執等 にっ い
て、多 くの史料 に基づ き、体系的に整理 された業績 として評価で きる。特 に、農商務卿西郷従道の
史料を発見 し、 それに添付 された多 くの資料 を含 めて丹念 に検討 ・分析 した功績 は大 きい。
他方、本論文 にも幾っかの問題点があることも指摘で きる。例えば、著者が本論の中で述べてい
る経済理論 と価値基 準によって評価 された経済政策 との違いは、郵便貯金の創設 とい う政策 とどの
ように関わるのか、 また郵便貯金の創設が成功であったという結論 は如何なる価値基準を前提 とし
ているのか、議論 が十分展開 されているとは言い難 い内容を含んでいる。 これ らの点 は、 これか ら
鈴木氏が時間をかけて取 り組む課題 といえよう。 いずれに して も、 これ らの問題点が、上記の本論
文の功績を減ずるものではない。
以上の審査によって、本論文 は、博士(経 済学)の 称号を授与す るに値す る論文であると認定す
るo
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